
高等教育の修学支援新制度における学業要件の在り方について【概要】

「こども未来戦略」（抄）（令和５年12月22日閣議決定）

高等教育費により理想のこども数を持てない状況を払拭するため、2025年度から、多子世帯の学生等につ

いては授業料等を無償とする措置等を講ずることとし、対象学生に係る学業の要件について必要な見直しを

図ることを含め、早急に具体化する。
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検討経緯

第１回 令和６年３月14日
高等教育の修学支援新制度の現状について

第２回 令和６年４月22日
学業成績等の要件について

第３回 令和６年５月24日
関係団体からの御意見について

第４回 令和６年６月17日
報告書（案）について

１．趣旨

２．学業要件の在り方

 本制度では、進学前の進路意識と学びの意欲、進学後の十分な学修状況を見極めた上で支援ができるよう、
高校在学時の成績だけで否定的な判断をせず、学修意欲や進学目的等を確認するとともに、進学後は学修意
欲に加え、学習成果の質についても一定の学業要件が設けられている。
 新制度開始後４年が経過すること等を踏まえ、学生等の学修意欲を喚起する観点から学業要件の適正化を図る。

廃止 現行の要件と今後の方針（現行→見直し）

修得単位数 適正化を図る観点から、修得単位数が標準単位数の5→６割以下

授業への出席率 適正化を図る観点から、授業への出席率が５→６割以下であるなど学修意欲が著しく低い状況

その他の評価
・修業年限で卒業又は修了できないことが確定
・「警告」に連続して該当（２回目の警告がGPA等の成績評価のみである場合は「停止」（令和５年
10月から実施）としており、この効果を検証することが必要）

警告 現行の要件と今後の方針（現行→見直し）

修得単位数 適正化を図る観点から、修得単位数が標準単位数の６→７割以下

授業への出席率 授業への出席率が８割以下であるなど学修意欲が低い状況

GPA等の成績評価
GPA等が学部等における下位４分の１(学修意欲の喚起に一定の効果がみられること、また令和
５年10月から、２回目の警告がGPA等の成績評価のみである場合は「停止」としたことの効果を
検証することが必要）

「こども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）を踏まえ、高等教育の修学支援新制度（以下「新制
度」という。）における学業要件等の見直しについて検討を行う。

３．今後の検討課題

・大学・専門学校等における学修支援・生活相談の充実（特に「警告」「停止」「廃止」となった学生等への支援）

・初等中等教育段階における周知

・学修成果の評価の在り方（特に「停止」の効果等を踏まえたGPA等の成績評価の在り方）

・教育費負担軽減の実施状況や効果等を検証し、引き続き教育費負担軽減に取り組む必要性

・大学、専門学校等の学生等や中学生・高校生等の意見を受け止め反映する取組 など

※現在、傷病・災害等の斟酌すべきやむを得ない事由がある場合、上記に該当しないこととしているが、今後、制度開始
以降の実績等を踏まえ、具体的な事例を学生や大学等の関係者に対して示す。
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